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教育学FW演習（岡班） 
最終報告 

名前 田中美綺 田中貴大 大賀菜々美 佐藤洋希 平江沙也奈  

調査方法 

•①現地の状況に応じた課題設定 

•②課題達成に向けた作業 

 

・深江フィールドワーク 
・二丈FUTURE 

・いとしま学テキスト作り 
・旧二丈庁舎活用（施設間連携） 

いとしま学テキストは地域学習の副読本として使用 
地域情報の蓄積にあたっての施設間連携の問題 

目的設定の経緯  

 
①糸島の現状の課題 

②中間報告まで 

地域の人たちが大事にしていること、伝えたいこと、地 
域を理解するうえで知っておくべき情報があるのでは？ 

福井崇郎さんに二丈の話を聞く 

 

・ 九州大学大学院博士課程３年生 

 研究テーマ：コミュニティ作り、 

         まちづくり 

 （糸島市前原在住） 

・ 「まち×エネ」プロジェクト代表 

  →エネルギーの授業、 

   ワールドカフェ、副読本作成 

中
間
報
告
会
（
6
月
18
日
） 

最
終
報
告
会
（
8
月
6
日
） 

深江まちあるき 
（５/１４） 

インターネットで 
二丈を調査 

二丈FUTUREの検討 
 

「まち×エネ」 
福井さん（７/９） 

一貴山公民館 
池尻さん（７/１６） 

龍国寺 
才津原哲弘さん 

甘蔗和成さん,甘蔗健仁さん 
（７/１９） 

調査 → 課題の発見 → 調査 → 結論 

岡班のフィールドワークの流れ 

目的 

•地域の人々が次世代に伝えたい情報は何か 

目的設定の経緯 

地域情報 伝える 

①糸島の現状の課題と②中間報告までから大事にしたいこと 

地域の人々が次世代に伝えたい情報
は何か 

「まち×エネ」プロジェクトとは？ 

 

○「まち×エネ」の思い 

• 二丈の子供たちに自分たちの未来、地元の未来について考えてほしい 

 

○何をしているのか 

• エネルギーの授業  

• ワールドカフェ 

• 二丈FUTURE作成 
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二丈ＦＵＴＵＲＥとは？ 
 

• 「まち×エネ」プロジェクトで 

 制作された小冊子（副読本） 

 

• 地元出身の大人7人への 

 インタビュー記事の掲載 

 

• 冊子の最初と最後が 

      ワークシート形式 
  

 

  

福井さんの話から得たこと 

 

「リタイア世代の人々が次世代に伝えたい情報は何か？」 

 

①歴史や文化を引き継いでほしい 

②祭りや行事にもっと参加してほしい 

③地元で仕事をしてほしい 

④雇用を作っていきたい 

池尻主事さんへの聞き取り 
   ＠一貴山公民館（7/16） 
 
○池尻主事さんにお話を伺った理由 
 

・深江公民館主事（～2015.3） 

・一貴山公民館主事（2015.4～） 

 

深江を中心に両方の地域のことを聞けるのではないか？ 

 

 

②「いとしま共創プラン」 

→地域の課題や施策案をまとめた冊子 

  （各校区の公民館が中心となって作成） 
 

☆博物館・図書館も地域の情報発信源と 

          なっている事例も… 
 

施設連携がもう少し進んでいれば… 
より情報が多面的なものにできるのではないか？  

話を聞く前に期待したこと 

 私たちの目的 

    “地域の人が次世代に伝えたい情報は何かつかむこと” 

                                    
からの推測 

 

 

①第三者から見た二丈をよく知っているのではないか 

②保護者や先生、もしかしたら地域の人々とのつながりもあるのでは 

 

話を聞いて、私たちが考えたこと 

 ・地域行事に参加するのは一部の人だけ 

 ・外の人の視点が内の人のためになっている 

 

           

  幅広い年齢層や様々な価値観を持つ人が 

         一緒に活動できる場があるともっと良いのではないか 

①どうやって公民館に情報が集まってくるのか 
 
○公民館ごとの特色によって集まる人が違う 
  （館長さんの方針、行事の様子や施設の位置関係・つくり） 

          
     集まってくる情報も違う 
 
○もっと若い人たちにも関わってほしいという思い 

 

③「伝える対象」という視点 

・意外にも地元の人（昔から内部にいる人）の方が 
   身の回りの地域の魅力に気づいていない 
          ＋  
・外部から入ってきた人の方が客観的にそれらの魅力 
 に気づき、アクションを起こしている 
          ↓ 
  ☆両者の交流によって情報も深まるのでは？ 
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③「伝える対象」という視点 
再認識できた狙い・・・ 

「早い段階で身のまわりの地元の魅力に気づいてほしい！」 

            ↓ 

   これから地域で生きていく子どもたちを 

   「情報を伝える対象」として捉える重要性 
 

 ☆副読本の作成においても必要になってくる視点では？ 
 

 
才津原哲弘さん 

 

 

 

    

・1972年、千葉県内の市立図書館で図書館員として働き始める。 

・その後、福岡、滋賀と合わせて５館の図書館で働く. 

・1995年、滋賀県能登川町立図書館を開館。１２年勤務。 

・退職後～現在は、糸島在住。自然農に励む。 

 

インタビュー③ 

話を聞く前に期待したこと 
 
 地域の人としての視点から 
  ⇒地域の人の次世代に伝えたい情報とは何か？ 
 
 元図書館長としての視点から 
  ⇒地域情報の蓄積・活用方法とは何か？ 

▶地域情報の重要性 
    過去から学び、現在を考える 

▶施設間連携の可能性 
  人が出会い、活動し、発表する場としての施設 

話を聞いて、私たちが考えたこと 

まとめ～今回得られたもの～ 

①施設連携による多面的な情報の蓄積の有用性 
 

②もとから内部にいる人と外部から入ってきた人の 

 交流によって新たな情報共有が行われる可能性 
 

③「伝える対象」という視点を再認識 
 

←能登川図書館 
（現在の東近江市立能登川図書館） 

ご自宅の図書館スペース→ 

才津原さんのお話から得たこと 
・郷土資料がなぜ重要か 
○三池炭鉱、炭塵爆発の例 
 →ふたたびそのようなことがおきないためには、 
   人びとが当時の状況や行政の対応などを学ばなければならない 
 
・地域情報の蓄積・活用の方法とはどのようなものか 
○市政図書室の新聞速報  
○図書館と博物館の連携事業の事例 
  
○旧二丈庁舎の改修にあたって、行政への働きかけ 
  
  

理想 

現実 

ギャップ 

龍国寺 
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・次世代の地域の人が伝えたい情報とは何か？ 
 
・「龍国寺」が地域コミュニティーの中心とされ 
 る理由が知りたい！！ 
 

・「ソト」の視点からでなく「ウチ」の視点の二 
 丈の情報を知る！ 

 

 

訪問した目的 

住職 甘蔗和成さんの話 

 龍国寺がこれまでしてきた（現在も続いている）活動について 
 
 ・食品関連の工場誘致への反対 
 
 ・福吉原発後処理場の設置反対 
 
 ・おとなの寺子屋、昔の写真の保存 
 
 ・音楽会（田園コンサート）の開催 

 甘蔗建仁さんの話 

• 自然界含めて考える「命の視点」 
 
 →人は自然の中の一部であるとする考え 
 
• 何かできることを考える（新たに始めた活動について） 

 
 ・お寺のお堂を利用した図書館づくり 
 
  →「誰でも来れる」空間づくり 

お寺の中に絵本！？ 

何かできることを考える 

甘蔗和成さん（左）、健仁さん（右） 

おとなの寺子屋 地域情報の保存 

これまでの活動 

大切にしている考え 

豊かな自然を 
守るために・・・ 命の視点 

を目指している 

具体的なことが 
できるのではないか 

「図書館のようなお寺」 

「誰でも来れる空間」 
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今回のフィールドワークで 
分かったこと 

龍国寺が次世代に伝えたい地域
情報とは？（まとめ） 

龍国寺が地域コミュニティーの
中心である理由（まとめ） 

二丈FWを通して 
 

   住民の方にはそれぞれの思いがある 

             

        共通の思いは… 

 「地域の人がもっと地域のことを考えてほしい」 

  

☆私たちが知ったのはほんの一部にしか過ぎない 

分かったこと 
 

•龍国寺が様々な取り組みを行ってきたこと。 

（工場誘致への反対、おとなの寺子屋など） 

 

•甘蔗和成さん、健仁さんの強い思いのもと活動
してきたこと 

 

•龍国寺が大事にしている考え（命の視点） 

 

1. 客観的情報 
 
 ・自分たちが住む町で過去に何があったのか。またどんな 
  活動が行われてきたのか 
 
2. 活動の裏にある思い 
 
 ・自然界含めて考える「命の視点」 
 
 →人と自然は共にある。 
 
 ・「何かできることをしていきたい」という強い思い 
  
  →もっと地域の人に糸島のことを知ってほしい！ 

 
  
 
 
 
 
 
 
  
 

まとめ 

まとめ 

「強い思いのもと粘り強く自分たちの思いを伝えることで共感を呼び、
「ウチ」の人間だけでなく「ソト」の人間も集まることで様々な活動
を実現してきた」 

「ウチ」の人、「ソト」の人たちが協力し様々な活動を行う原動力が
あるからこそ地域コミュニテイーの中心となっているのではないか 

＜総括＞岡班の目的 

•地域の人々が次世代に伝えたい情報は何か 

 を掴むこと！！ 
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知って考えて生かせる情報 

私たちの考える「次世代に伝えたい地域情報」 

これからの副読本づくり・ 
          施設連携の在り方 
 

  〝地域の人々が次世代に伝えたい地域情報″ 

   ＝「知って考えて生かせる情報」という視点を 

 

  ☆副読本も施設もつくって終わりではない。 

   活用まで考えた見通しを！ 

 

 

「知って考えて生かせる情報」とは… 
例） 
 

○三池炭鉱、炭塵爆発の資料→再び繰り返さないように 

 

○市政図書室の新聞速報→地域の情報のさらなる活用のために 

 

○工場誘致反対の軌跡→行政へのはたらきかけ方・自然への思い 
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糸島市のホームページを考える

教育学フィールドワーク演習Ⅱ　田北班

August 6, 2015

 上田 利瑳子　奥本 将人　戸高 侑希子 
 中野 賢一　　堀内 恵祐　松田 莉奈

本調査の目的

糸島市のホームページデザインおよび 

運営にかかる現段階の課題を把握すること

・

・ 従来、行政が取り組んできた調査では 

拾えなかった市民の多様な意見を聞くこと

事前調査

１. HPおよびデザインの基礎を学ぶ

２. 糸島市HPの課題の把握・整理
実際に糸島市HPをみて各自が課題を抽出
KJ法を用いて挙げられた課題点を整理

ホームページの構造や作り方、
納品のされ方等の基礎的な知識に触れた

課題整理の方法

KJ法

ロジックツリー
課題がなぜ起きているのか分解
していき問題の原因を考える
(WHYツリー)

課題をカードに記述し、カード
をグループごとに整理・図解し、
まとめていく

現ページの評価 デザイン・運営の戦略づくり プロポーザル

市職員・市民・来訪者の声 仕様書へ反映

✓ ユーザーのニーズに合致した業者選定 

✓ ユーザーの愛着や共感の醸成 

✓ 市民を巻き込んだ効率的なホームページ運営 

✓ 制作プロセスを活かした効果的なPR

HPリニューアルにむけて

調査の流れ

HPおよびデザインの基礎を学ぶ 

糸島市HPの課題の把握・整理 

糸島市職員インタビュー 

市民参加のワークショップ

✓
✓

✓
✓

4月 5-６月 7月 8月

調査準備 インタビューHPの課題把握 ワークショップ

糸島市HPの課題把握

糸島市HPを使ってみて

出てきた課題例

行間が詰まっていて読みづらい 

情報のカテゴリー分けに使われる言葉がわかりにくい 

写真や図がなく観光情報のイメージがしづらい

etc…

・

・

・
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市職員インタビュー

糸島市役所 　7/24(金)

・シティセールス課
・観光係
・学校教育課

市職員インタビュー シティセールス課

定住促進　　　　　　　　→ 

地域ブランドの発信　　　→ 

市政情報の発信　　　　　→

情報発信の三本柱

市外 

市外、市内 

市内

✓

✓

✓

市職員インタビュー シティセールス課

◎課題 

・行きたいページに行き着かない 

・紙媒体の広報と、HPをどのように連動するか 

◎今後 

・使いやすく、見やすいHPを目指す 

・外国語対応を考慮 

・定住促進・観光・市政情報の充実

市職員インタビュー 学校教育課

◎課題 

・学校によってHPでの広報の重要性に 

　ついて理解がまちまちで学校HPへの 

　力の入れ具合が異なる 

・各学校に１台設置されている市の 

　パソコンでしかHPの更新ができない 

・生徒の顔写真などの個人情報の 

　取り扱いの基準がない

市職員インタビューのねらい

糸島市HPを運営する市職員目線 

↓ 

糸島市HPの現状・課題・今後の方針

市職員インタビュー シティセールス課

◎アクセス解析情報 

・観光情報へのアクセスが多い 

・ヘッダー部のクリック数が多い 

・モバイル端末からのアクセスが増加している 

◎現在の運営状況 

・情報の更新は課毎に行っており技術がばらばら 

・統一マニュアルはあるが徹底されていない 

・FBとtwitterは連携している

市職員インタビュー シティセールス課　観光係

◎課題 

・おすすめの情報をうまく伝えられていない 

・行きたいページに行き着かない 

◎今後 

・季節毎の見所、ドライブコースを 

　提案したマップの作成 

・外国人観光客にむけた九大の留学生と 

　連携した観光ツアーをしたい

日時：8/3(月),18:30～
場所：RISE UP KEYA

糸島市HP大改造計画2015ワークショップ

糸島市志摩芥屋1037-1

糸島市民を中心に現状のHPを
使ってみて感じる課題やHPに
対するニーズを広く知るため
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RISE UP KEYA

糸島市HP大改造計画2015ワークショップ

糸島市やHPに精通する人たちが利用する
コワーキングスペースであるので
そのような人たちへの情報発信力が高い

人数：16名
職種：会社員、公務員
　　　自営業、学生　　　等

ワークショップ タイムテーブル

18:30~　はじめの言葉
18:35~　各班で自己紹介 

18:45~　①「○○になりきり！」 

　　　　個人作業
19:05~　班内発表
19:25~　全体発表

19:45~　②「 あったらいいな、こんな糸島市HP！」 

　　　　シンキングタイム
19:50~　班内ディスカッション
20:15~　全体発表
20:25~　終わりの言葉
20:30     解散

　現在、妻と二人暮らし。福岡市に息子家族が住んでいる。８

月半ばにある前原公民館の押し花に関する講座に妻から一緒に

行こうと誘われた。何日に開かれるか知りたいが「前原公民館

だより７月号」をどうやら誤って捨ててしまったようだ。公民

館だよりはインターネットで見ることができると聞いた。 

　東日本大震災をきっかけに防災情報に対する関心が高くなり、

息子に避難所等を確認したいと尋ねたところ、福岡市の災害特

設ページがわかりやすかったと聞いた。糸島市はどうなのだろ

うか。また、地震速報等の情報はどこから入手できるのかも知

りたい。

ワークショップ ○○になりきり！

カズオ（前原在住、70歳男性）

ワークショップ あったらいいな、こんな糸島市HP！

リニューアルする 

これからのHPについて考える

糸島市のHPについて 

「あったらいいな！」という
要望をディスカッション

現状のHPをふまえて

↓

チラシ, facebookのイベントページを作成

イベントの広報をすることで多くの人に
糸島市HPのリニューアルが行われること
を周知

糸島市役所シティセールス課
RISE UP KEYA
にも告知に協力して頂きました

糸島市HP大改造計画2015ワークショップ

WSイベント広報

ワークショップ

・移住者 
・観光客 
・防災、地域情報 
・孤立しがちな子育て世代

想定される利用者像と使用目的の設定

ワーク①「○○になりきり！」
HPを利用する人になりきって現状のHPの課題を
個々人で探し、グループ内で議論し、全体で共有を行う

○○になりきり！

カズオさんになりきった場合…

・押し花講座の情報にたどりつけない
・公民館だよりのPDFファイルが重くて開けない

・避難所を示す地図がなく住所だけでわかりづらい
・情報が一覧となって羅列して表示されていてどの
　情報が重要なのかわからない

ワークショップ ○○になりきり！

ワークショップ あったらいいな、こんな糸島市HP！
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ワークショップ あったらいいな、こんな糸島市HP！

糸島の元気な企業の
紹介ページ

などなど…

「このページをみた人は 

こんなページも見ています」
と紹介してくれる機能

市役所の困りごとに対
して市民がアドバイスで
きるコンテンツ

防災メールで配信している情報の 
facebookやtwitterなどを使った 

オープンな発信 文化財や観光情報について、 

毎月更新される特集ページ

サイクリングコース、ド
ライブコースの設置

今後の予定

神山町を訪ね、インタビューを行う予定

先進地調査

今後の予定

第２回ワークショップ

9/30(水),糸島市役所にて実施予定
対象者や具体的内容は検討中

今後の予定

ワークショップでの市民の意見 

市民へのヒアリングでの意見 

先進地での調査報告書 

↓ 

糸島市
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平成 27年度 
九州大学教育学部・糸島市教育委員会連携事業 
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島
連
携
の
新
し
い
か
た
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九州大学教育学部・糸島市教育委員会　連携の新しいかたち

テーマ会議（全3回程度）

３
つ
の
タ
イ
プ

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
例

タイプ①
テーマ 1

テーマ 1・2

タイプ②

タイプ③

前年度
3月頃

4月頃

3月頃

糸島連携 連絡協議会

九州大学教育学部

教育方法
社会教育
デザイン
…etc

学校教育課
生涯学習課
文化課
…etc

糸島市教育委員会

地域や学校、大学などの悩みや課題を互いに持ち寄り、【管轄や分野
が横断的に連携するからこそできること】から次年度取り組むテー
マを3～5テーマ設定し、テーマに沿ったプロジェクト内容を決める。
その際、プロジェクトの「タイプ」を3つに整理する。

本年度から、年間を通して取り組むプロジェクトを検討するにあたり、教育学部・教育委員会の両者間で「テー
マ会議」を開くこととした。「テーマ会議」とは、互いの課題やリソースを持ち寄り、連携するからこそ取り
組めるテーマを探っていくもので、本年度は結果的に、「コミュニティ・スクール」「ICT教育」「糸島力開発」
「いとしま学」の 4 つのテーマを見出すこととなった。そのテーマに重ね合わせるかたちで、九大側が取り組
むべきプロジェクトを 4つ設定し、本演習において学生とともに取り組んでいった。

プロジェクトは、大学の演習の一環であったり、共同・受託
研究だったり、様々な形式で展開する。また、複数のテーマ
にまたがるプロジェクトも積極的に採用する。

図書館ボランティアの研究　
公民館HP改善プロジェクト
特別支援学級のあり方

①リサーチ型（成果：学会、研究会など）
②課題解決型（成果：実践、課題の解決など）
③アドバイス型（成果：助言など）

課題について、どう手を付けていいのか分からない
○○の研究をする予定だけど校内研と一緒にできそう

学校教育課と生涯学習課が一緒に取り組むべきでは？
大学で○○のようなフィールドを探している

プロジェクト会議（随時 / プロジェクト毎）

成果発表会

連
携
事
業
の
流
れ

テ
ー
マ
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
検
討
・
決
定

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
践
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1

糸島らしい、そして地域と学校の特徴・特性
に応じたコミュニティ・スクール（CS）に向けて

田上 哲（九州大学）

糸島市教育センター コミュニティスクール推進研究会（第1回）

平成27年7月 10日
はじめに

• ２０年後の子どもたち（児童・生徒）の姿
–未来の地域と次の次の学習指導要領を見据える

• 糸島で育ち糸島を巣立つ子ども
–地元地域について考える子ども

• 成人して社会人となり未来の（糸島や他の）地域の担
い手となる人物を育てる
–グローカルに生きる「糸島人」

–前原、志摩、二丈の地の人も移入して来た人も

１ CSとは何か

コミュニティ・
スクール

（学校運営
協議会制度）

深江小4年 仙寿苑訪問

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）

• 学校運営に当たって、 が仕組
みとして保障されていることが他の学校との違いです。

• 学校と地域が力を合わせることによって、互いに信頼し合い、
それぞれの立場で主体的に地域の子供たちの成長を支えて
いく、そんな学校づくり、地域コミュニティづくりを進めていくこ
とが、コミュニティ・スクールの一番の狙いです。

2

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）

• 「学校運営協議会」が設置され、教育委員会から任命された
保護者や地域の皆さんなどが、一定の権限と責任を持って、

• ①学校運営の基本方針を承認する

• ②教育活動について教育委員会または校長に意見を述べる

• ③教職員の任用に関して教育委員会に意見を述べる

– 「人事に関する意見」を述べない学校運営協議会もあり得る

–校長に意見を聞く、校長を経由する学校運営協議会も

（１）子どもと教師・学校／子どもと家庭・地域

• 子どもを意図的に教育する教師
と学校

– 確かな学力を

• 子どもを見守り支え鍛える家庭
と地域

– 自律／自立へ

• 家庭・学校・地域で育つ子ども

• 糸島版生きる力「糸島力」

（２）今までと何が変わるか

コミュニティスクール

学校運営協議会制度（合議）

学校評議員制度（個⼈）

２ 糸島らしさ、地域と学校の特徴・特性とCS
• （１）学校・家庭・地域の関係

• 地域→学校、学校→地域から学校⇔地域

• 家庭—学校−地域

• 学校の地域貢献（生涯学習の場）
– 教師と子どもの地域貢献

– コミュニティスクールの子ども、地域の子どもとしての自覚

• 地域の行事と学校の行事
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3

前原中学校

長糸小学校区、雷山小学校区、前原南
小学校区、南風小学校区の内南風台
一・二丁目、南風台三丁目、南風台四丁
目、南風台五丁目、南風台六丁目・七丁
目、南風台八丁目、多久

前原東中学校

波多江小学校区、怡土小学校区、東風
小学校区の内志登、潤南、潤北

前原西中学校

前原小学校区、加布里小学校区、南風
小学校区の内荻浦、美咲が丘東、美咲
が丘西、東風小学校区の内浦志東、泊
一、泊二、泊三

二丈中学校
深江小学校区、一貴山小学校区

福吉中学校
福吉小学校区

志摩中学校

桜野小学校区、可也小学校区、引津小
学校区

志摩中学校姫島分校
姫島小学校区

糸島らしさ

前原前原

志摩志摩

糸島糸島

二丈二丈

伊都国 地域糸島

糸島らしさ、地域と学校の特徴・特性とCS

• （２）「糸島力」とCS
• 前原らしさ、二丈らしさ、志摩らしさ → 糸島らしさ

• 地域とはどこか 地域糸島は可能か

• CSを通した地域（小中学校区）・地域糸島の発見と地域人/糸
島人としてのアイデンティティ

• 糸島版「生きる力」

–糸島の固有を追究することこそ他地域のモデルや手がかりになる

３ CSに向けた課題

• （１）CSの取組を通したCS への「不断の」共通理解・共通認識

–共通理解→CSの取組ではない

–校長の思い 教員の思い 保護者の思い 地域住民の思い

• （２）糸島を知る、地域を知ることと私たちの意識の改革

–教師⇔地域（住人）

–関わる・教わる・学ぶ教師へ

4

３ CSに向けた課題

• （３）子どもの学びの波及効果

• 子どもにとっての地域

–生まれ育つふる里としての地域

–学校区としての物理的空間的地域

–学びのフィールドとしての地域

• 学校の地域貢献

–子どもの学び→家庭・地域／家庭と地域をつなぐ

–それを支えるCS

おわりに

• 制度・形式としてのCS⇔実際・実質としてのCS 
–当事者となる決断と責任

–原理的にうまくいかないことが常態

–少しでも目標に近づこうとすること

• （子どもと親・大人の）SNSの問題とCS
–子ども・家庭・地域の共通の切実な問題
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平成２７年１１月９日 
於：糸島市教育センター 
 
糸島市教育委員会 学校教育課 

コミュニティ・スクールの魅力 

先進校が感じたメリット 

学校評議委員会や学校評価委員会
とは明らかに異なる 
 
実動のための組織をつくる 

コミュニティ・スクールのイメージ 

先進校が感じた課題 

課題解消の実感は？ 

学校運営協議会 

実働組織 

Ａ 「学校支援地域本部」中心体制 Ｂ 「課題別コミュニティ」体制 Ｃ 「重点活動・取組」焦点化体制 

※学校支援対策本部がボラン 
   ティア等をコーディネート 

※各課題別コミュニティに、協 
 議会委員と学校代表が参画 

※参観や行事に併せて、重点 
   的な連携活動を実施 

学校支援地域本部 

事務局 

○学習支援部 
○安全支援部 
○環境支援部 

小学校例 
○学力アップ・コミュニティ 
○生活力アップ・コミュニティ 
○体力アップ・コミュニティ 
○安全力アップ・コミュニティ 

中学校例 
○サポート・コミュニティ 
○情報モラル・コミュニティ 
○キャリア・コミュニティ 

◆学校・家庭・地域による 
   食育プロジェクト 

小学校例 

・縦割り活動での野菜栽培 
・推進部が企画とサポート 
・収穫祭と独居高齢者への 
  弁当宅配 

学校運営協議会における組織構成 
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○職員が、コミュニティとの協働を意識して企画できる 
   組織をつくる 
○一部の職員によるマネジメントでは、地域の信頼を 
  得ることは難しくなる。 
○実は、コミュニティスクールは人材育成の場でもあ 
   る。 
 
※従来の枠に当てはめてやろうとすると、初期の戸惑
いは少なくなくなるが、業務が増えたという実感ばかり
が強調される。 

校  
 
長 

教 
 
頭  

教務部 

事務部 

各種指導部 

教育課程部 

各種委員会 

研究部 

学年部 各学年の地域連携担当 

校内のＣＳディレクター 
（主幹教諭  等） 

地域連携委員会（部） 

・外部との調整窓口 

・全校で行う活動の企画 等  

・各学年の連携カリキュラム担当  

学校運営協議会 ＰＴＡ組織 

学校支援地域本部 

校
内
の
組
織 

校
外
の
組
織 

コミュニティ・スクールの校務分掌 ② 

○地域訓や地域の教育目標から定める。 
 
 
○地域の教育資源の強みを生かす。 
 

○糸島型ＣＳの強みは、既に地域連携が下地として
存在すること 
 
 
○糸島型ＣＳの弱みは、地域連携の下地がイメージを
固定化させ、 変革を妨げるかもしれないこと 

コミュニティ・スクールの校務分掌 ① 

校  
 
長 

教 
 
頭  

教務部 

事務部 

各種指導部 

教育課程部 

各種委員会 

研究部 

学年部 

学校運営協議会 ＰＴＡ組織 

学校支援地域本部 

校
内
の
組
織 

校
外
の
組
織 

体育的行事部 

文化的行事部 

健康安全部 

地域合同
運動会 

地域合同
文化祭 

地域合同
防災訓練 

コミュニティ・スクールの校務分掌 ③ 

学校・家庭・地域の連携イメージ 

学校支援地域本部 学 校 

地域住民等 

学校支援ボランティア 

校長・教頭等の
学校側の窓口 

教  員 
学校支援活動 さん 参画 

地域住民や児童生徒の保護者、
学生、社会教育団体、ＮＰＯ、企業
など地域全体で活動に参画・協力 

支援・協力依頼 

（地域）支援コーディネーター 

   支援内容や方針等について合意形成（関係者で構成される協議会） 

学校の教育活動 

（活動の企画、学校と地域との連絡・調整） 

地域との協同性をより高めるには 
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コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）        学校支援地域本部 

学校運営協議会の機能と、学校支援や学校関係者評価等の機能を一体
的に推進することで、学校運営の改善を果たすＰＤＣＡサイクルを確立 

地域とともに
ある学校運営 

学校支援地域本部 学校運営協議会 

学校関係者評価 

Ｄ 
Ｐ 

Ｃ 

Ａ 

学校関係者評価の実施 

学校運営協議会の任務＋学校支援活動等の
総合的な企画・調整、学校関係者評価の基本
方針の検討など 

従
前 

一
 
体
 
的
 
推
 
進 

地域コーディネーター 
参画 

反映 コーディネーターが主体となり、ボラ
ンティアの参画を得て取組を実践 

学校支援  等 
放課後支援 等 
家庭教育支援 等 
土曜授業学習支援 等 

地域者会の協同性をより高めるには 

糸島市におけるＣＳに係る研修 

自己肯定感の高揚に関わる効果 

段階的に体制をつくるために 

コミュニティ・スクールの学校評価 
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1 
 

「つなぐ」ことに重点を置いたコミュニティ・スクールの構想

―糸島市立波多江小学校「環境つくりコミュニティ・スクール」に向けた取り組み―  
 

九州大学大学院 井上 心  
 
1. はじめに 
福岡県糸島市では「開かれた学校づくり推進」事業としてコミュニティ・スクールが導入され

ており、平成 29 年度までにすべての市立小中学校がコミュニティ・スクールに指定されること

になっている。その目的は「学校が保護者や地域住民の意向を学校に適切に反映させ、学校や地

域が連携協力して教育活動を展開する」（「糸島市コミュニティ・スクール推進の手引き」）ことで

あり、ひいては社会全体の教育力の向上、生涯教育の充実も当然目指されている。これまでも糸

島市の各小中学校では、子どもの登下校時の見守り隊や学校行事への支援、学校や通学路の清掃・

整備、キャリア教育や地域学習のゲスト・ティーチャー、添削ボランティアの花マル先生などさ

まざまな形で家庭・地域からの協力や支援を得てきた。そしてそれが、少なからず地域住民の生

涯学習としての場や機会となってきたのも事実だろう。確かに、コミュニティ・スクールには学

校運営協議会を設置するという制度的な面はあるが、既に地域と学校が深く関わってきた中で改

めてコミュニティ・スクールを導入するということは、当の学校にとって、また地域にとって実

質的にどのようなことを意味するのだろうか。実際に、「既に地域と協力している」「地方の学校

ほど地域住民と学校が日常的につながっている」などの理由からコミュニティ・スクールの導入

の必要性を感じないという意見もある（日本大学文理学部 2012：122-123）。 
本稿で事例として取り上げる糸島市立波多江小学校も創立以来 125 年間、地域と深くつながっ

てきた学校であり、平成 28 年度よりコミュニティ・スクール指定校となる。その前年度の平成

27 年度に波多江小学校に赴任した谷口慎二校長は、その前の 4 年間、福岡県春日市においてコミ

ュニティ・スクール指定小学校（平成 18 年度指定）の校長を経験している。この経験を生かし、

平成 27 年 4 月の着任と同時に取り掛かられた波多江小学校のコミュニティ・スクール経営構想

案は、練られながら、同時に 1 年後のコミュニティ・スクール指定を見据えて既に緩やかに動き

出している。それは、校区の中で個々さまざまに行われている学校にまつわる取り組みを、学校

を中核にしていかにつなぐかが焦点となっており、それを要に校区をひとつのコミュニティへと

再構成していくものと捉えることができる。 
 
2. 本研究の目的と意義 
本稿では、この波多江小学校コミュニティ・スクールが「つなぐ」ことを要にどのように構想

され、翌年度の指定を見据えてどのように取り組まれているのかを、校長への聞き取りを含むフ

ィールドワークをもとに考察する。特に、構想の際に着目した点や考慮されたこと、何を意図し

ているのかという、経営構想の外観からは伺えない動機の部分に注目したい。 
福岡都心から都市高速や JR で 30 分という立地にある糸島市は、近年ベッドタウン化も進み、

就業・通学者総数の 4 分の 1 は市外に流出している（「平成 25 年版 糸島市統計白書」）。中でも

波多江校区は、福岡市に隣接し JR が通ることから新興住宅地やマンションが増加しており、そ

れに伴い人口や世帯数が最も多い校区である。これまで地域と深くつながってきた波多江小学校
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ではあるが、このように転入・転出世帯が多いことから近年子どもたちの学校や地域への帰属意

識が希薄になりつつあることが以前から懸念されていた。このような状況に対して、コミュニテ

ィ・スクールの導入は新たな地域コミュニティの創出も期待されるなどその意義は大きい反面、

導入には困難が伴う。そこにいかにコミュニティ・スクールを構想していくのかを動機も含めて

考察することは、今度他地域におけるコミュニティ・スクール導入へのてがかりになると考えら

れる。また、コミュニティ・スクールに取り組む中で、学校・家庭・地域をいかにつなぐかは常

に課題とされ、そのつなぐ手立ては地域の状況に依る。この事例のつなぐ手立てもそのひとつと

して示唆的である。 
コミュニティ・スクールの事例に関しては多数の報告があるが、その準備期間の取り組みを具

体的に伺えるものは多くない。例えば、池田・静屋（2015）は山口県萩市立萩東中学校のコミュ

ニティ・スクールの導入背景と取り組みを報告している。このコミュニティ・スクールでは、不

登校などの問題を抱える中学校を立て直すために立ち上げられた保護者による学校支援組織が原

動力となっており、学校・組織・授業を開くための一体的な取り組みがコミュニティ・スクール

の要となっている。森（2012）は、福岡県春日市立日の出小学校が九州初のコミュニティ・スク

ールに指定された際に校長として関わり、その「立ち上げ期（平成 17 年～19 年）」である学校運

営協議会設置時からの 3 年間の経緯について詳しく述べている。これらがコミュニティ・スクー

ルとして取り組まれた実践であるのに対して、本稿の事例はコミュニティ・スクール指定を見据

えた取り組みである。 
 
3. 糸島市立波多江小学校「環境つくりコミュニティ・スクール」の構想 
波多江小学校（児童数 749 名）は平成 28 年度にコミュニティ・スクールとして指定される。

平成 27 年度はその準備期間として、1 年後の指定時に学校が既にコミュニティ・スクールとして

機能していることを志向し、学校をコミュニティ・スクールとして地域にどのように位置づける

か、学校が中核となって地域をつなぐにはどうすればよいかを構想しながらの取り組みが行われ

ている。 
その中でまず取り組まれたのが、コミュニティ・スクールの共通教育目標の設定であり、公民

館や子ども会、PTA、児童会、ボランティアなどの個々に行われている学校にかかわる取り組み

をつなぐためのテーマの設定である。また来年度コミュニティ・スクール行事となる行事を連携

できる形へと構成し直したり、さまざまな取り組みを同じキーワードで意味づけることでつなが

りの意識化を図るなど、コミュニティ・スクールの視点から学校全体を捉え直した取り組みがこ

の 1 年を通して徐々に開始されている。 
 
（１）共育目標の設定 

文部科学省「〈学校運営協議会〉設置の手引き コミュニティ・スクールって何？！」の学校運

営協議会の設置に向けて準備することの第 1 項目に掲げてあるように、コミュニティ・スクール

の設置にあたっては学校・家庭・地域で共有する目標が必要である。波多江小学校の谷口校長は、

着任以来校区を日々歩き回り、さまざまな会合や行事に足を運びそこに住む人々と実際に関わっ

ていく中で、地域の歴史や文化、取り組み、地域の住民が何を望み、何を期待しているのか、課
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ではあるが、このように転入・転出世帯が多いことから近年子どもたちの学校や地域への帰属意

識が希薄になりつつあることが以前から懸念されていた。このような状況に対して、コミュニテ

ィ・スクールの導入は新たな地域コミュニティの創出も期待されるなどその意義は大きい反面、

導入には困難が伴う。そこにいかにコミュニティ・スクールを構想していくのかを動機も含めて

考察することは、今度他地域におけるコミュニティ・スクール導入へのてがかりになると考えら

れる。また、コミュニティ・スクールに取り組む中で、学校・家庭・地域をいかにつなぐかは常

に課題とされ、そのつなぐ手立ては地域の状況に依る。この事例のつなぐ手立てもそのひとつと

して示唆的である。 
コミュニティ・スクールの事例に関しては多数の報告があるが、その準備期間の取り組みを具

体的に伺えるものは多くない。例えば、池田・静屋（2015）は山口県萩市立萩東中学校のコミュ

ニティ・スクールの導入背景と取り組みを報告している。このコミュニティ・スクールでは、不

登校などの問題を抱える中学校を立て直すために立ち上げられた保護者による学校支援組織が原

動力となっており、学校・組織・授業を開くための一体的な取り組みがコミュニティ・スクール

の要となっている。森（2012）は、福岡県春日市立日の出小学校が九州初のコミュニティ・スク

ールに指定された際に校長として関わり、その「立ち上げ期（平成 17 年～19 年）」である学校運

営協議会設置時からの 3 年間の経緯について詳しく述べている。これらがコミュニティ・スクー

ルとして取り組まれた実践であるのに対して、本稿の事例はコミュニティ・スクール指定を見据

えた取り組みである。 
 
3. 糸島市立波多江小学校「環境つくりコミュニティ・スクール」の構想 
波多江小学校（児童数 749 名）は平成 28 年度にコミュニティ・スクールとして指定される。

平成 27 年度はその準備期間として、1 年後の指定時に学校が既にコミュニティ・スクールとして

機能していることを志向し、学校をコミュニティ・スクールとして地域にどのように位置づける

か、学校が中核となって地域をつなぐにはどうすればよいかを構想しながらの取り組みが行われ

ている。 
その中でまず取り組まれたのが、コミュニティ・スクールの共通教育目標の設定であり、公民

館や子ども会、PTA、児童会、ボランティアなどの個々に行われている学校にかかわる取り組み

をつなぐためのテーマの設定である。また来年度コミュニティ・スクール行事となる行事を連携

できる形へと構成し直したり、さまざまな取り組みを同じキーワードで意味づけることでつなが

りの意識化を図るなど、コミュニティ・スクールの視点から学校全体を捉え直した取り組みがこ

の 1 年を通して徐々に開始されている。 
 
（１）共育目標の設定 
文部科学省「〈学校運営協議会〉設置の手引き コミュニティ・スクールって何？！」の学校運

営協議会の設置に向けて準備することの第 1 項目に掲げてあるように、コミュニティ・スクール

の設置にあたっては学校・家庭・地域で共有する目標が必要である。波多江小学校の谷口校長は、

着任以来校区を日々歩き回り、さまざまな会合や行事に足を運びそこに住む人々と実際に関わっ

ていく中で、地域の歴史や文化、取り組み、地域の住民が何を望み、何を期待しているのか、課

 

題は何かを収集していった。平成 27 年 4 月の時点で、波多江小学校では校名の「は・た・え」

に因み「はげましあい、たくましく、ちえを生かす子ども」の育成が掲げており、前校長の取り

組み以来この数年でようやく子どもにも家庭にも浸透してきていた。この他にも、児童会は「笑

顔があふれる波多江小学校」、PTA は「子どもたちの笑顔のために 125 年のタスキをつなぐ PTA
活動」、そして波多江校区では「考えようお互いの気持ち 育てよう思いやりの心」と、それぞれ

が掲げる多数のスローガンがあった。これらを基に考案されたのが「〈相手のことを考え、励まし

合い、たくましい力を持って、ちえを生かし生き抜く〉環境に働きかけるやさしい笑顔満開の子

どもの育成」という共通の教育目標案である。各所で掲げられていた目標が組み込まれたことで

各自に容易に受け入れられる目標となり、それまでの各方針も大きく変更する必要もない。しか

し共有の目標の下で学校と家庭と地域が活動することで教育活動を共に行うことになる。この共

に育てる「共育目標」は、谷口校長が言う「それまで個々で行われていたために〈点〉であった

ものをつなぐ」ための仕組みのひとつである。 
このコミュニティ・スクールの共育目標案や経営構想案は、校長によって今度は PTA や区長会、

公民館などの地域の会合等に持っていかれる。そこで構想しているコミュニティ・スクールにつ

いて説明し、地域の人々と話す機会を多くもつことで、その理解が地域でも得られるように努め

られている。森（2012）においても、コミュニティ・スクール立ち上げに際して最初に取り組ま

れたのが目標の共有化である。ここでは共通目標を設定するために、学校やその教育への課題意

識や意向を問うアンケート調査を保護者や地域住民に行い、それを基に学校運営協議会で検討を

繰り返して重点目標を設定している。波多江小学校の場合は、校区が広く、戸数も多いためにア

ンケート調査を行うには十分な時間がなく、また既に各々が目標を掲げて活動していることから、

それらを包含する形で共通の目標を定めることで目標が無理なく共有されるよう図られているの

が特徴である。また 1 年後に学校運営協議会設置後の承認を待つのではなく、校長が動くことで

地域に目標や構想が共有されるよう進められている。 
 
（２）テーマの設定 

上述の共育目標において新たに加わった「環境」は、コミュニティ・スクールのテーマとして

設定されている。コミュニティ・スクールが注目された背景には、地縁に基づいた地域コミュニ

ティの機能が低下してきたことも一因としてある。今日では、交通・通信技術の進歩や情報化、

グルーバル化などに伴い多様化する価値観や関心、ライフスタイルにより、物理的に空間を共に

しているというだけではコミュニティ、すなわち地域コミュニティは形成されないのである。そ

の一方で、市民団体やサークル、NPO のような特定のテーマのもとで人々が集まり活動するテ

ーマ・コミュニティは数多く形成されている。このような状況に対して、貝ノ瀬・松永（2011）
は、学校は地域コミュニティとあらゆるテーマ・コミュニティをつなぐことができる数少ない機

関のひとつであり、ゆえに学校を核としたコミュニティ創生の可能性を指摘している。 
波多江小学校の「環境つくりコミュニティ・スクール」は、学校・家庭・地域を「環境」をテ

ーマにつなげるテーマ・コミュニティの形成と捉えることができる。特にこの校区のように、近

年のベッドタウン化によって転入世帯が増加している地域の場合、テーマによってコミュニティ

を創生することは有効な手段だろう。ただし、この波多江小学校コミュニティ・スクールの場合、
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それが新たなにコミュニティを一から創り出すというわけではない点は重要である。テーマとし

て「環境」が設定されたのは、波多江小学校がもともと環境づくりにかかわってきたことに因る。

小学校に隣接する池田川（瑞梅寺川）沿いの 200 本の桜並木は、波多江小学校百周年（平成 2 年）

を機にボランティア団体によって復活し維持されており、糸島市内でも有数の桜の名所になって

いる。また、清掃活動や安全安心まちづくり活動、学校整備の支援など、環境に関わるボランテ

ィア活動も活発である。学校の歴史をみれば、瑞梅寺川子ども環境サミット（平成 9 年）や環境

教育なども実践されてきたことがわかり、校舎屋上には「環境にやさしい波多江の子」の看板が

大きく掲げてある（図 1）。これら地域と学校それぞれが行ってきた活動の中に「環境」という共

通性を見出し、それをコミュニティ・スクールの

テーマとして掲げることで、これまで学校にかか

わりながらも個々に実践されてきたものをつなぐ

ことになっている。桜並木の維持活動や清掃活動

はまさに環境づくりであるし、子どもの登下校時

の見守り隊は安全な環境づくりである。学校整備

や添削ボランティアの花マル先生は子どもの学習

環境を支える。さらに、花を植えたり、あいさつ活動など環境づくりにつながる活動は多い。 
学校でも環境に関する取り組みは既に進められている。夏休み中の平成 27 年 8 月 21 日～23

日には、PTA の提唱で、長年の使用で

黒くなった校舎の内壁が児童・保護

者・教職員により白く塗り直されてい

る（図 2）。もともと波多江小学校では

掃除指導に力が入れられていたが、そ

れ加えて、谷口校長直伝の掃除用具“し

んじる棒”（巨大マツイ棒）などを子ど

もたちが作成し、それを用いて校内を

すみずみまで掃除する取り組みも行わ

れている。また次で取り上げるような

行事においても、今年度から環境に配慮した取り組みが徐々に取り入れられ始めている。 
テーマでコミュニティとしてつながる場合に、「環境」のようにさまざまな活動に柔軟にかかわ

ることができるテーマであることは重要な点である。また谷口校長は、つなぐ役割をもつテーマ

がその地域や学校の伝統や特色であることがコミュニティ・スクールを進めていくためには重要

であると指摘する。「環境」というこれまで意識なく取り組まれていたものを掲げることで、これ

までと同様の活動が環境を意識して行われるようになる。地域に根付いているものをテーマに掲

げることは、地域に既にあったものを地域住民に意識化させ、テーマの視点で捉え直すことであ

り、それによってそれぞれの取り組みを共通のベクトルに乗せることになる。そして学校は、「環

境つくりコミュニティ」の中核として位置づくことになる。 
 
（３）連携行事の設定 

図 1 校舎屋上の看板 

図 2 平成 27 年 9 月 25 日 毎日新聞 
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それが新たなにコミュニティを一から創り出すというわけではない点は重要である。テーマとし

て「環境」が設定されたのは、波多江小学校がもともと環境づくりにかかわってきたことに因る。

小学校に隣接する池田川（瑞梅寺川）沿いの 200 本の桜並木は、波多江小学校百周年（平成 2 年）

を機にボランティア団体によって復活し維持されており、糸島市内でも有数の桜の名所になって

いる。また、清掃活動や安全安心まちづくり活動、学校整備の支援など、環境に関わるボランテ

ィア活動も活発である。学校の歴史をみれば、瑞梅寺川子ども環境サミット（平成 9 年）や環境

教育なども実践されてきたことがわかり、校舎屋上には「環境にやさしい波多江の子」の看板が

大きく掲げてある（図 1）。これら地域と学校それぞれが行ってきた活動の中に「環境」という共

通性を見出し、それをコミュニティ・スクールの

テーマとして掲げることで、これまで学校にかか

わりながらも個々に実践されてきたものをつなぐ

ことになっている。桜並木の維持活動や清掃活動

はまさに環境づくりであるし、子どもの登下校時

の見守り隊は安全な環境づくりである。学校整備

や添削ボランティアの花マル先生は子どもの学習

環境を支える。さらに、花を植えたり、あいさつ活動など環境づくりにつながる活動は多い。 
学校でも環境に関する取り組みは既に進められている。夏休み中の平成 27 年 8 月 21 日～23

日には、PTA の提唱で、長年の使用で

黒くなった校舎の内壁が児童・保護

者・教職員により白く塗り直されてい

る（図 2）。もともと波多江小学校では

掃除指導に力が入れられていたが、そ

れ加えて、谷口校長直伝の掃除用具“し

んじる棒”（巨大マツイ棒）などを子ど

もたちが作成し、それを用いて校内を

すみずみまで掃除する取り組みも行わ

れている。また次で取り上げるような

行事においても、今年度から環境に配慮した取り組みが徐々に取り入れられ始めている。 
テーマでコミュニティとしてつながる場合に、「環境」のようにさまざまな活動に柔軟にかかわ

ることができるテーマであることは重要な点である。また谷口校長は、つなぐ役割をもつテーマ

がその地域や学校の伝統や特色であることがコミュニティ・スクールを進めていくためには重要

であると指摘する。「環境」というこれまで意識なく取り組まれていたものを掲げることで、これ

までと同様の活動が環境を意識して行われるようになる。地域に根付いているものをテーマに掲

げることは、地域に既にあったものを地域住民に意識化させ、テーマの視点で捉え直すことであ

り、それによってそれぞれの取り組みを共通のベクトルに乗せることになる。そして学校は、「環

境つくりコミュニティ」の中核として位置づくことになる。 
 
（３）連携行事の設定 

図 1 校舎屋上の看板 

図 2 平成 27 年 9 月 25 日 毎日新聞 

 

コミュニティ・スクールの連携行事は「共育目標具体化の実際場面」であり、学校・家庭・地

域の人々が、一緒にやっていること、目標やテーマが共有されていること、つながっていること

が目に見えて体験できる機会と捉えられる。このような行事として設定されたのは、運動会前に

環境整備作業として行われる 5 月の PTA 除草作業、7 月の数日間教師やボランティで行われてい

る「はたえ塾」、子どもたち自ら考えてゲームや制作などをクラスごとに企画する 10 月の「波多

江祭り」と PTA による「友愛バザー」の 3 つである。これらの行事はこれまでも保護者や地域

と共に行ってきたものであるが、これを行事自体はそのままに共育目標とテーマにつながるよう

に再構成され、コミュニティ・スクール行事として位置づけられることになった。 
5 月の PTA 主催の環境整備作業には毎年児童・保護者 500 名以上が参加しており、その名の通

りまさに環境づくり活動である。これに、毎日学校で掃除に使用している掃除用具“しんじる棒”

や雑巾の制作、別に実施されていた防災学習が加わり、また学校や地域の整備・清掃ボランティ

ア活動に取り組んできた「波多江小おやじ隊」「ごみ０青春探検隊」「池田清廉会」等の協力も得

て、「はたえゴミ０安全ピカピカ青春大作戦」として生まれ変わった。「はたえ塾」は、ものつく

り学習が教科学習に加わり、昔遊びの学習や野菜栽培等を支援している「六十爺会・手作り隊」

と共にエコグッズ制作などを行う「はたえ塾 ものつくり学習」として構想されている。「波多江

祭り」と「友愛バザー」は「はたえ環境ハートフェスタ」として環境に関する内容を加えたり、

PTA バザーで使用する割り箸やポリ袋を止めてマイ箸・マイバッグを各自持参するなど環境に配

慮したものになっている。 
コミュニティ・スクール行事を設定する際のポイントは、行事を変えるのではなく、既存の学

校行事の中で共育目標やテーマとつながるものを選択し、テーマに沿って意味づけされている点

である。このようなコミュニティ・スクール行事に向けての取り組みは平成 27 年度から徐々に

実行に移されているが、進める中で特に気をつけられているのは、一度に進めてしまわないとい

うことである。谷口校長の「準備期間がいる。やってみてダメだった時に、それをトライの段階

と捉えることが大切であり、みんながコミュニティ・スクールでやることがわかるためにしてい

るという気持ちを持つぐらいの余裕が必要。」との言葉は、当然の事ではあるが、コミュニティ・

スクールの導入にあたって忘れてはならないことだろう。 
 
（４）年間計画の視覚化 
学校・家庭・地域が実際に活動する 3 つのコミュニティ・スクール行事以外にも、環境づくり

に関する行事や活動は学校内外にある。コミュニティ・スクールとなる平成 28 年度からは、そ

れを「環境つくり波多江小学校コミュニティ・スクール年間計画」としてひとつの表にまとめ、

経営構想と共に各家庭に配布されることになっている。表には 3 つのコミュニティ・スクール行

事と共に、学校の節目となる行事である歓迎集会・遠足、運動会、災害時の引き渡し訓練や、学

校を地域に開放して共に学ぶ日として取り組まれている「みんなの登校日」、6 年生を送る会など

の日付と具体的な目標、学校でどの時期にどのような日常指導が行われているかが写真と共に載

せられている。また、それらの行事に合わせた家庭と地域の役割や、環境づくりに関する地域行

事やボランティア活動なども記載されており、今学校・家庭・地域でどのようなことが取り組ま

れているのかが一目で知ることができるようになっている。 
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このように学校や家庭の取り組みと共に、地域の取り組みが示されることで、互いの取り組み

を意識した活動できるなどつながりを促進したり、各自で取り組みへの参加が計画できることな

どが期待される。何よりも、子どもたちの一年間が視覚化されることで、例えば子どもにとって

大切な年度初めには、家庭は基本的生活環境づくりに配慮し、地域は安全な環境づくりに取り組

んで子どもの育ちを支えるなど、学校・家庭・地域がそれぞれの役割をもって「共育」していく

ことを後押しする。ミュニティ・スクール経営構想において「協働」が用いられているのも、学

校・家庭・地域がそれぞれの分野から力を合わせることを意図してだろう。谷口校長は「学校で

していることを家庭でもしてみる、地域でしていることに参加してみる」ことが大切だと話す。

年間計画や経営構想を視覚化し、共有することは、そのような学校の日常の取り組みと家庭・地

域をつなぐためのツールとなっている。 
 
（５）キーワードの共有 
学校・家庭・地域の日常の取り組みをつなぐ仕組みのひとつがキーワードの存在である。谷口

校長が機会あるごとに口にする「5A（あいさつ・あんぜん・あとしまつ・あったかことば・あり

がとう）」「5S（せいり・せいとん・せいけつ・せいそう・せいかつしゅうかん）」は、学校行事

や生活指導などで教職員も口にすることで、今では波多江小学校の子どもと教職員の間で頻繁に

交わされる合い言葉になっている。「5A」「5S」は環境づくりには欠かせないものであり、環境づ

くりのキーワードでもある。これを学校や PTA 行事、地域の行事や会合などのあらゆる機会にお

いて校長や教職員が口にすることで、また子どもたちが家庭や地域で口にすることで、学校・家

庭・地域に環境づくりのキーワードとして浸透していくことが期待されている。谷口校長は「地

域行事の最初のあいさつなどで、キーワードに触れてもらえるだけでコミュニティ・スクールは

全く変わってくる」と言う。 
また子どもにとっても、同じキーワード、つまり大切にされていることが生活の中で統一され

ている意義は大きい。学校では進んであいさつをするのに、学校を出るとあいさつをしないとい

うのはよく耳にする話である。あいさつが交わされない地域では、子どもはあいさつをすること

ではなく、あいさつをする場合としない場合の使い分けを身につけるようになる。また不特定多

数の人が同じキーワードを用いることで、キーワード自体が自律化して子どもたちに内面化され、

習慣化されるというように、キーワードがもつ「共育」的意義は大きい。 
 
4. 事例にみる「つなぐ」仕組み 
波多江小学校のコミュニティ・スクールの指定を見据えた取り組みは、学校がコミュニティ・

スクールとして地域とつながり、地域をつなぐように構想していく過程である。学校と地域がつ

ながりを創る手立ては、行事を中核にしたり、学校や地域で抱える課題解決を中核にしたりとそ

の学校の状況に応じてさまざまである。この波多江小学校の事例では、テーマである「環境」を

通してつながりを創り出している。確かに、従来「子ども」をテーマに学校と地域はつながり、

連携してきた。しかし地域におけるつながりが希薄となり、子どもとの関わりが少ない世帯も多

い今日において、「子ども」を介在して地域がつながっていくのは思うほど容易ではない。その点

において環境というテーマは、もともと学校や地域の取り組みの中に潜在的に在ったものである。
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つまりテーマを掲げることで、既に在ったつながりが顕在化したのである。しかも「環境」はあ

らゆる活動に何らかの形でかかわっており、しかも誰にでも関係することからテーマとしてつな

がりを形成する仕組みを内在しているといえる。 
しかしながら、テーマやそのキーワードのみではつなぐ媒体とはならない。学校や地域で機会

ある毎にテーマやキーワードを口にする校長、あらゆる活動の中で積極的にキーワードを用いる

教職員、そしてそれを家庭や地域で口にする子どもたち、年間計画を視覚化できるように作成さ

れた表や、テーマやキーワードを示す学校の掲示等が存在して初めて、テーマやキーワードはつ

なぐ媒体となる。学校内ではキーワードや環境に関する取り組みは準備期間のこの 1 年を通して

徐々に行われてきた。そして子どもたちの発言にも「5A」や「5S」が現れるようになるなど、そ

の浸透している様子が伺える。この先、これらが地域にどれだけ認知され浸透していくかが学校・

家庭・地域がつながっていく鍵となる。 
また、コミュニティ・スクールのテーマを設定することで学校・家庭・地域で連携する取り組

みが自ずと定まる点にも注目したい。環境がテーマであれば、これまでの行事や取り組みの中で

環境に関わるものが連携されることになり、敢えて連携行事等を設定する必要はなくなる。波多

江小学校がこの準備期間に進めてきたことは、そのような学校行事や取り組みをテーマの視点か

ら捉え直し、地域の取り組みにつなげられるように、地域からもつながるように構想し直し、整

えることだった。その姿勢が顕著に表れているのが、あらゆるスローガンを内包する形で設定さ

れた共育目標だろう。しかしながら、誰にでも関わりのあるテーマではあっても、各自が主体的

にかかわろうとしなければつながりは生じないという課題もある。 
共育目標やテーマの設定過程からも伺えるように、つながっているというのはかならずしも同

じことを全員で一緒にすることを意味しているわけではない。共通の目的の下で取り組んでいる

ことが重要なのである。しかし、それではつながっていることが目に見えない。皆が同じ方向を

向いていることが見える形で確認でき、つながっていることが実感できるのがコミュニティ・ス

クール行事であり、学校でも家庭・地域でも口にされるキーワードの「5A」「5S」なのである。 
このように学校と家庭・地域が目的を共有して取り組むことは、子どもたちにとっては学びの

場がつながっていくことになる。学校でいつもしているあいさつが、場所を変えても、家庭・地

域でもなされることで、その大切さや使い方を子どもたちは自ら確かめていく。学びの場は、学

んだことを実証する場でもある。その実証の場がつながり拡がっていくことは、子どもたちの学

びを強く支えることになる。学校・家庭・地域がつながることが、子どもたちにとってはどうい

うことなのかということは常に考えていかなければならない。 
 
5. おわりに 
この波多江小学校のコミュニティ・スクール始動に向けた取り組みの大きな特徴は、これまで

行われてきたことはそのままに、発想を変えることで学校と家庭と地域が自然につながることが

志向されている点である。それは、新たなものを導入する際に伴う負担感や多忙感を軽減する。

「コミュニティ・スクールの推進に関する教育委員会及び学校における取組の成果検証に係る調

査研究報告書」（2012）によれば、「コミュニティ・スクールの指定は教育委員会の意向によるも

の」「指定までに要した準備期間が 1 年未満」との回答は、それぞれ全体の半数以上に及んでい
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る。このように、コミュニティ・スクール導入に対する動機づけが外発的であったり、準備期間

が短い場合、また校区が広かったり人口が多い場合、個々に活動してきた地域ボランティアなど

と多く連携協力する場合等には、このような方法は有効であると考えられる。 
コミュニティ・スクールは、学校・家庭・地域が共に連携のあり方を考えながら協力していく

過程である。平成 28 年度波多江小学校がコミュニティ・スクールとして始動した時に、この準

備期間での取り組みがどのように機能し、またどのように改善されていくのか、学校・家庭・地

域のつながりはどのように広がり深まっていくのかは、今後の進展とともに考察されるべきであ

る。それがこの準備期間における取り組みと併せて検討されることで、これからのコミュニティ・

スクールの取り組みに対するさらなる示唆が期待できるだろう。 
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特別支援学級における教育実践に関する一考察 

−糸島市 B 小学校への参与観察を通して− 

 
宮本 聡 1 

 

Ⅰ はじめに 

 本研究は、九州大学教育学部地域連携事業の一環で、平成 25・26 年度に糸島市にて行ったフ

ィールドワークを基にしている。本稿においては、糸島市立B小学校に付設された特別支援学級

を対象としている。なお、本稿は、2014 年に寄稿した共著論文 2を加筆・修正したものである。 

 

⑴問題意識、背景 

 2007 年に始まった「特別支援教育」は、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた

主体的な取り組みを支援するという視点に立っている。幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズ

を把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及

び必要な支援を行うというものである。『平成 17 年度中央教育審議会の答申』によると、これ

らの幼児児童生徒については、障害に関する医学的診断の確定にこだわらず、常に教育的ニー

ズを把握しそれに対応した指導等を行う必要があるが、こうした考え方が学校全体に浸透する

ことにより、障害の有無に関わらず、当該学校における幼児児童生徒の確かな学力の向上や豊

かな心の育成にも資するものである。また、こうしたことから、特別支援教育の理念と基本的

考え方が普及・定着することは、現在の学校教育が抱えている様々な課題の解決や改革に大い

に資すると考えられることなどから、積極的な意義を有するものとされている。 

 柘植(2013)によると、特別支援教育とは、従来の特殊教育の対象者の障害だけでなく、LD(学

習障害)、ADHD（注意欠陥多動性障害）、高機能自閉症を含めて障害のある児童生徒の自立や社

会参加に向けて、その一人一人の教育的ニーズを把握して、その持てる力を高め、生活や学習

上の困難を改善または克服するために、適切な教育や指導を通じて必要な支援を行うものであ

る。また従来のように「障害の種類や程度」に注目するだけではなく、一人一人の児童生徒の

「教育的ニーズ」に注目しようとすることが大きな特徴である（柘植 2013：189-190）。すなわ

ち、児童生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、それに対応した指導を行うということであ

                                            
1 九州大学大学院人間環境学府、博士後期課程 
2 宮本聡・針塚瑞樹 2014「特別支援学級における「子どもの特性」に配慮した教育実践 : 「特

別な教育的ニーズ」に関する事例研究」『国際教育文化研究 vol14』, pp91-102, 九州大学大学

院人間環境学研究院国際教育文化研究会 
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る。児童生徒の教育的ニーズに応じた教育が実施されることは、児童生徒の障害の有無に関わ

らず、教師、児童生徒の双方にとって、ある意味「教育の理想」であるといえる。実際には、

合理性が重要視される学校という集団的教育の場では「子ども一人ひとりのニーズ」を理解す

ることや、それに対応することが困難である場合がほとんどであろう。そのため、このような

理想を背景に持つ特別支援教育を担う特別支援教育コーディネーター3など，教師のストレスの

問題が報告されている（特別支援教育研究 2010：2-5）。 

 そもそも、個々の児童生徒の教育的ニーズを把握し、教育が行われていくことは、教育者に

とっては非常に難しい指導の舵取りを要求するものといえるだろう。児童生徒の教育的ニーズ

は，必ずしも児童生徒自身がそれを発信できるようなものとしては到底考えられていない。そ

のため、特別支援教育の理念を具体的な授業のなかで実践していくときには，「児童生徒の教育

的ニーズとは何かを教師が解釈すること」、「そのニーズに応えるための教育実践を計画し，実

施していくこと」が必要となる。教師が特別支援教育の理念に沿った教育を行おうとする場合，

特別支援教育を担う教師の抱える困難は，ニーズの解釈に基づき教育実践を行うにあたっての

試行錯誤のなかにあると考えられる。このような中で、特別支援教育の現場において、いかに

教育実践がなされているのであろうか。 

 

⑵目的 

 本研究では、上記の背景を踏まえ、特別支援教室での具体的な場面をみる中で、教師が子ど

もの教育的ニーズについてどのように考えているのか、またどのような出来事を契機としてニ

ーズをとらえているのか、それをどのようにして教育実践に結実させているのかを明らかにす

る。 

 

⑶調査方法 

 調査者は、上記のフィールドに、平成 25・26年度教育学部フィールドワーク演習及び連携事

業の RA として参与した。共同調査者とともに１週間に１日のペースで、B 小学校のクラスⅠへ

学習支援サポーターという位置付けで教室及びその場での授業に参与しつつ、参与観察調査を

行った。主に、児童の学級での様子や教師・支援員の授業実践の観察及び、教師への聞き取り

を行った。 

 

                                            
3 「特別支援教育コーディネーター」とは、学校内外において特別支援教育を推進する役割を担

う。 
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Ⅱ 特別な教育的ニーズ概念について 

⑴教育におけるニーズ概念 

 本節では、教育的ニーズにおける議論を概観しながら、その概念を検討する。現在施行され

ている特別支援教育体制において、「特別な教育的ニーズ」はその根幹となりうる重要なキーワ

ードであるといえる。また、教育領域でのニーズという考え方は、特別支援教育の枠組に収ま

らず、従来の教育方法や制度を見直す契機として、また生涯学習等の学校教育以外の領域から

も近年着目を浴びている。しかし、一方で、元々は経済学の用語である「ニーズ」という概念

自体の教育における曖昧さは度々指摘されている。例えば、市場におけるニーズは、消費者の

欲求や需要であり、それに従い、マーケットはサービスを供給すると考えられる。すなわち、

消費者の欲求（ニーズ）がサービスを決定する。しかし、一方で教育という領域においては、

サービスの受け手（子ども）の欲求や需要（ニーズ）が、そのまま教師のサービス（教育内容

や方法）になるということはないだろう。教育におけるニーズを考える上で、子どもの生きる

社会文化的な文脈や周囲の生育環境等が、その発現において非常に重要になってくる。 

 ここで、特別な教育的ニーズの概念を先行研究にて概観する。清水（2003）は、特別な教育

的なニーズについて、子ども個人の障害等からニーズを発現するという医学的なモデルに基づ

く理解から、子どもと環境（教師、家庭、地域社会等）との相互作用の中でニーズは発現する

という理解を提示し、特別な教育的ニーズを「特定の社会・文化・歴史に規定された通常の学

校教育の条件ではニーズを充足できないで特別にサポートを必要とする状態（清水 2002:260）」

と定義する。つまり、通常教育の諸条件が子どもにとって望ましくない状態にあると、それだ

け多くの特別な教育的ニーズを必要とする子どもが多くなると考えている。また加齢による影

響も考慮に入れることを示唆しており、子どもの教育課題と発達課題によってニーズが規定さ

れる、と述べる。 

 また真城（2003）は、特別な教育的ニーズについて、子どもの「障害」「認知・学習特性」「性

格」「好み」等を「個体要因」と「学習内容」「学習方法」「教材」「教師」「教室環境」「周囲の

友人」等を「環境要因」とし、「『個体要因』と『環境要因』の相互作用の結果として生じ、ま

たは維持されているものであり、それへの教育的対応の開発・提供とその維持のために通常の

教育的対応に付加した、あるいは通常の教育的対応とは異なるコスト（費用・時間・労力）が

必要な状態である（真城 2003:22-23）」と定義する。 

 両者の定義は、ニュアンスが少し異なっているが、「個人」と「環境」の相互作用性によって

特別な教育的ニーズが発現すること、また子どものニーズを生み出す環境要因への着目を強調

していることは共通している。このように特別な教育的ニーズという概念は定義されているが、

一方で現場レベルにおいて、主に教師の教育実践の中で、どのように捉えられているかについ
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ては研究の蓄積が不足していることが挙げられる。次に現場の教育実践を読み解く枠組みを検

討する。 

 

⑵分析枠組みとしての「教育的ニーズ」 

①特別な教育的ニーズとプロセス  

 上記の「特別な教育的ニーズ」の概念に関する先行研究を踏まえ、特別支援教育における教

育実践をいかに把握していくかについて考えてる。学校政策、経営の視点から教育的ニーズに

ついて言及している古田（2007）は、教育的ニーズの特質とそれに伴う教育のあり方を挙げて

いる。固有の学習ニーズ（教育的ニーズ）を「教育の目的および目標を達成するために個々の

特質に応じて必要な学習手段及び内容」で定義し、「教育の目的」「教育目標」「子どもの特性」

「必要とする学習手段・内容」の４つの構成要素から構成されるとする。この４つの構成要素

に着目すると、教育のあり方は次のように言える。 

 まず、教育の「目的」が設定され、次にその目的に則して「目標」が定められる。そして、

その目標の達成のために「学習方法・手段」が決定する。このプロセスは従来の「画一的」な

教育のあり方だが、特別な教育的ニーズを反映した教育のあり方は、このプロセスに「子ども

の特性」を挟み込む。そのことで、子どもの教育的ニーズに適した多様な教育実践が行なわれ

るとする(図１)。ここでの「子どもの特性」とは、ニーズの固有性を決定することに重要な位置

を占めており、個体要因と環境要因に分けられる。これは特別な教育的ニーズの捉え方である

個体要因と環境要因の相互作用によってニーズが発現するということを念頭に置いている（古

田 2007:436）。教育現場に則して考えてみると、特別なニーズ教育に関わる教師は、この子ども

の特性を把握することが、非常に重要になってくると考えられる。教育目的や教育目標の達成

は、「子どもの特性」を考慮にいれつつ、学習手段・内容を選択や決定していくことによって可

能となるといえるからである。また同時に、達成すべき教育の目的及び目標それ自体に関する

検討も必要になってくる。なぜなら、子どもの特性を把握することで、その子どもにあった学

習手段・内容を選択、決定するプロセスのみに着目してしまうと、子どもたちを通常学級にお

ける教育の目的、目標に近づけていくための学習手段・内容に終始してしまうという特別支援

教育の理念に反する教育実践に陥る危険性を孕みうるからである。 
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図１ 教育的ニーズと教育のあり方（古田 2007:436 より抜粋、著者改訂） 

 

②教育の目的、目標、方法・内容の関連性 

そもそも教育の目的、教育の目標とはそれぞれどのようなものを想定することができるので

あろうか。以下、境澤（2010）による教育の目的と目標についての説明をみていこう。教育の

目的とはある程度抽象的、包括的であり、目的を設定しただけではその実現を目指す行為をは

じめることができないものである。そのため、具体的な目標のレベルを設定することによって

意図的、計画的な教育という行為を実施へと移していくことが可能となる。このプロセスの具

体的な説明とは、以下のようになる。はじめに、究極的目的としての「人間」は「理想的人間

像」として具体化される。次に、この「人間像」を分析して、いくつかの側面ないし領域を取

り出し、各領域の目的を設定する。次に、この各目的に到達する教育の過程を分析して、段階

ごとの目的が設定される。このようにして取り出される具体的な目的は、教育の計画性を徹底

させようとすればするほど細分化され、その項目は多数となる。とくに計画的・方法的である

ことを本質とする学校教育は、より小さく細分化された数多くの目的を設定する。このように、

より多数の項目からなる、より具体的な目的を、より包括的で少数の項目からなる目的に対し

て「教育目標」という語で区別してよぶことが多い。例えば、学校教育法や、学習指導要領で

は、このような意味で「目標」の語を使用している（境澤 2010：102）。 

 

 

 

 

 

 

 

子どもの特性 

教育目的 教育目標 教育内容・手段 画一的教育 

教育目的 
特別な 

ニーズ教育 
教育目標 教育内容・手段 
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図２ 教育目的と教育目標 

  

   

 究極的目的の実現が保証されるために重要なことは、各目標が被教育者個々人にとって身に

つけるべき「能力」として示されることである。各目標が示すのは、内容的には、人間生活の

個々の分野ないし場面において必要な知識や技能などである。教育が目指すのは被教育者がそ

れらを自らの生活において生かし、それによってよりよく生きることができるようになること、

つまりそのような「能力」を身につけることである。 

 教育目的を具体化するためには、以上のような形式的条件だけでは十分ではない。教育目的

は、現実に社会生活を営む際の被教育者個々人の力量に関するものであるから、内容的にも具

体化されなければならない。そのことは必然的に、教育が行われる場としてのそれぞれの社会

の現実やその課題を反映するものとなる。例えば、学校教育法の目標は、今日の社会において

学校教育が目指すべき目標を社会において必要とされる能力として、その内容面から示したも

のである。また、学校教育法において学校の種類ごとに示されている目標は、学習指導要領に

おいては、さらに具体的に学校教育の領域ごと、学年段階ごとに示される。つまり、目標は、

すでに同時に内容でもある（境澤 2010：102-103）。 

 

③「教育的ニーズ」という分析概念 

 教育の目的、目標、方法・内容の関連性について改めてまとめると、教育の方法・内容は、

教育の目的、目標から導かれること、また、教育の目標はすでに教育の内容を含んでいること

が分かる。そして、教育目標が示すのは、内容的には被教育者が人間生活のあらゆる場面で必

要とする知識や技能である。学校教育法においては、今日の社会において学校教育が目指すべ

き目標は社会において必要とされる能力として示されている。被教育者が必要とする知識や技

能の習得とは、見方を換えると、被教育者が社会の求めに応じて要請される知識や技能の習得

ともいえるだろう。特別な教育的ニーズという考え方も、教育の目標と同じような性格をもっ

ている。すでに述べたように特別な教育的ニーズとは、「教育の目的を達成するために子どもが

必要とする学習内容及び学習方法のこと」を示すが、子どもにとっては社会において必要とさ

教育目標 

各領域ごとの教
育の目的 

究極的な教育の
目的 

理想的 
人間像 

学習課題達成 

九九の暗記 漢字を覚える 

生活習慣の獲得 

ひとりでト
イレに行く 
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れる能力を身につけることが要請されており、その要請に応えるためにニーズが生じているこ

とになる。 

 以上のことから、子どもの「特別な教育的ニーズ」とは、教育の目的と目標から導かれるも

のであり、子どもが社会で生きていくうえで求められる能力として示される。そのため、特別

な教育的ニーズを教育者が考える場合には、子どもが生きていくうえで求められる能力につい

て考えておくことが必要となる。「子どもが生きていく」という表現には、一人ひとりの子ども

が今を生き抜くための能力はもちろん、個人が将来にわたって生きていくために必要とされる

能力といった意味が含まれていると考えてよいだろう。教育者は常に、目の前の子どもとその

子どもの将来を思い描きながら、個々に具体的な教育の内容・方法を考え、教育を行っている

といえる。 

 通常学級では、大部分の領域における教育の目的、目標は学級の全児童に共通するものとし

て想定され、教育実践がなされているといえる。しかし、特別支援学級に通う特別な教育的ニ

ーズをもつと見なされる子どもの場合、教育の目的、目標が、一人ひとりの子どもの特性を考

慮して設定される必要がある。 

 

 

Ⅲ 特別支援学級における教育実践 

⑴フィールド概要 

  本研究は福岡県糸島市の公立B小学校の特別支援学級において行った参与観察およびインタ

ビュー調査によって得られた知見に基づいている。B小学校においては２クラスの特別支援学級

が設置されており、クラスⅠは情緒障害、クラスⅡは知的障害という二つの区分によってクラ

スが分かれている 4。クラスⅠの担任がB小学校の特別支援教育コーディネーターであった。ク

ラスⅠ、Ⅱそれぞれに教員及び支援員 1 名ずつが配置されており、児童は２クラス合わせて 16

名（2014 年 7 月調査時段階）が在籍していた。なお、1 クラスは 10 名を最大定員としている。 

 

⑵クラス Iの特徴 

 B小学校の情緒障害クラス（以下：クラスⅠ）には、８名の児童（第１学年：３名、第３学年：

２名、第５学年：１名、第６学年：２名）が在籍していた 5。在籍している児童のほとんどは、

国語・算数の科目を特別支援教室において、その他の科目は個々の在籍する通常学級にて授業

                                            
4 糸島市においては、特別支援学校が設置されていないため、全市立小学校に特別支援学級の

設置がなされている。特別支援学級をめぐる小学校間、小中学校間の交流も存在している。 
5 調査を始めた 2013 年には、クラスⅠには 5 年生 2 名、4 年生１名、2 年生 2 名の合計 5 名

が在籍していたが、2014 年 4 月から 8 名となった。 
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を受けている。そのため、授業の時間帯によっては、特別支援学級に児童が 1 人しかいないと

いうような時もあれば、5 人の児童が同時に教室にいるということもある。日にちや時間によっ

て、教室にいる子どもの人数にばらつきがみられた。また、急に通常学級の時間割が変更にな

る場合などは、授業を受ける子どもの人数が変更されることもある。また、特別支援学級独自

の科目も存在しており、それらの授業は知的障害、情緒障害の２学級合同で行なわれる。その

ため、休み時間等には、これら２つの学級の子どもが一緒に遊んでいる様子も頻繁にみられた。 

 調査者たちが調査を行ったクラスⅠには、障害名の診断を受けていない子どももいたが、そ

の他の子どもたちについても個人の様子から情緒障害のある子どもなのか、知的障害のある子

どもなのか、複数の障害のある子どもなのかを判断することは一見しては困難であった。 

 

⑶特別支援教室における教育実践 

 ここでは、主に、特別支援学級における教育場面を中心とした観察によって得られた事例に

ついて検討を行う。特に、H 先生と支援員の I 先生、6 年生の 2 名の男子 C くんと D くん、5

年生の E ちゃん、3 年生の F くんと G くんのエピソードを中心とする。先に述べた教育的ニー

ズを教員がいかに捉えて、実践に結びつけていくのかという視点で、教員の行う「子どもの特

性の把握」、それによる独自の「教育手段・内容」の構築、「教育目標・目的」の捉え直し、と

いう側面に着目し、記述する。 

 

①「子どもの特性」の把握、「教育手段・内容」の構築 

＜事例１ C くんの授業の様子  2014 年１月 30 日＞ 

 この時間は算数の時間で、「お店屋さん」の実践が行なわれる。これは、H 先生が C くんの

ために考えた実践である。まず、黒板に「れすとらん◯◯◯（先生の姓）」と書く。そして、

30 枚程の料理のイラストや写真（料理名も記入してある）を、黒板に貼っていく。それで準

備ができ上がる。C くんは筆者に「先生、何が食べたい？この中から選んで」と言ってくる。

筆者が、「担々麺」というと、「担々麺」を黒板から探し、かごに入れる。「他には？」と更に

筆者に二つ選ばせ、C くんも二つ選び、計５個がかごに入れられる。I 先生が、そのかごを預

かり、C くんに価格を書いたメニュー表の中から選んだものに印をつけさせていく。３つくら

いは、覚えており、探し出して印をつけるが、あと２つはなかなか思い出せない様子。選ん

だものに印をつけ終わると、電卓でそれぞれの料理の値段の合計を出し、袋の中に玩具のお

金を詰めていく。そして、I 先生に持っていき、お金を数えてもらう。そのことを２回繰り返

し、４時間目は終わる。 

 

 〈事例１〉は、C くんに合わせて、H 先生が用意した独自の教育方法の活用の様子である。C
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くんは、「食べ物」に対して非常に関心を示す傾向を持っている。例えば、C くんは、参与観察

時の調査者に対して、当日の朝食や前日の夕食の内容を詳細に尋ねてくることは、毎回の恒例

行事化していた。H 先生は、この C くんの特性を把握し、教育実践に生かしている。すなわち、

「計算ができるようになること」という学習目標に対して、能動的に学習に取り組むように、C

くんの特性（趣向）に合わせて、独自な学習手段・内容を構築しているということが考えられ

る。 

 また、このように独自な手段・方法を構築するだけではなく、H 先生や I 先生は C くんの性

格をとらえて、C くんが学習を継続する動機となるような教育の方法を工夫している。C くんは

読み書き算のような学習については一人で行うことが難しく、すべての科目を支援員の I 先生や

保護者にほぼつきっきりで指導を受けながら学習を行っている。C くんはいつでも自分のしてい

ることを誰かに見守ってもらい、反応してもらいたいという様子である。そうした C くんのや

る気を引き出すために、H 先生や支援員の I 先生は、C くんが「九九の 3 の段を暗記した」や

「国語の音読を終了した」というように学習の節目のときには、C くんの好きなイラスト入りの

賞状を作って、節目ごとに表彰をしている。C くんは、そのことで喜び、やる気を継続させるこ

とが出来ている様子である。 

 しかし、一方で「トイレについて来てほしい」といった C くんの要望に対しては、「一人で行

けるやろ」というように自立を求める対応をし、C くんを一人で行動させるよう努めていた。そ

れは、「身の回りのことで自分のできることを増やすこと」が C くんの教育目標となっていたか

らだと理解できる。 

 

②教育活動の阻害要因に対する教師による容認 

＜事例２ D くんの授業中の様子  2013 年 7 月 19 日＞ 

 3 時間目に教室に来てすぐに、D くんは水筒を机に打ち付けて、大きな音を立てている。D

くんは「気持ち悪い」というが、H 先生は「勉強したらよくなる」と言う。H 先生は E ちゃ

んと D くんの学習を交互に見ている。E ちゃんは小数点の計算。「やり方を教えるからやって

みて」「1.52×10 はどうすると？1.52 が 10 あるから、1.52 よりおおきいよね？」と先生が指

導する。「大きくするには右側に小数点をずらす」と言う。学力検定テストをやっている様子。

その間、D くんは頭を抱え込んでいる。頭をひさの間に入れて、ずっと足のつま先を手でい

じっている。「おなかが痛い」と訴える。10 時 10 分に顔をあげる。電卓を取り出すが、そこ

から計算ができない。床に「きょーつけ」の姿勢で寝転んでしまう。「エネルギーがない」「充

電」などと言う。 

 

＜事例３ E ちゃんの授業中の様子 2013 年 9 月 27 日＞ 
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 E ちゃんが 2 桁の割り算をするのを、横で見せてもらう。私に対して、「九大の先生？」と

きく。その後は、私のほっぺたを触ったりする。 

 E ちゃんは、割り算をするスピードが速い。ときどきやる気をなくすと、H 先生に「でき

ない」というが、ほとんど間違いなく自分で正解を出すことができる。途中で「気持ちがわ

るい」とか「首が痛い」という。H 先生は「30 秒休憩しようか」という。言われた E ちゃん

は黒板に貼り付けてあるストップウオッチで 1 分を測る。プリントを 2 枚弱やったところで

授業が終わる。 

 

 〈事例２〉と〈事例３〉は、子どもたちにとって、クラスⅠが学習に対する疲労感を吐露す

ることができる環境となっていることを示唆している。H 先生に通常学級にいるときの子ども

たちの様子についてきくと、「割とちゃんと座っている」と答えてくれた。通常学級と特別支援

教室にいるときの子どもたちの様子の違いについては、「教室には教室のルールがあるから、そ

の中で分からなくても耐えているのかもしれないけれど・・・。」「ここに来ると自由になって

しまう」というのが H 先生の理解である。H 先生は、特別支援学級においても通常学級のよう

に子どもが集中して学習する環境を整えることが重要性であると考えている。しかし一方で、

子どもが集中して学習をするためには、通常学級とは異なる特別支援学級の役割をも意識して

いる。そのことは、特別支援学級における教員と児童の関係性について、通常学級と比べた場

合にどうであるかを尋ねた際の、K 先生の以下の回答に表われていた。 

 

 特別支援学級には（通常学級とは）別の意味があると思う。D くんは通常学級で（漢字が

読めないまま分からないテストを受けることに）がまんができなくなって、テストをもって

特別支援学級にくる。E ちゃんは、特別支援学級にいると元気になる。G くんは、支援員の

先生に甘えている。・・・・通常学級では子どもたちは緊張しているから（特別支援学級では

気をぬければいい）と思うこともある。先生と児童の関係は、学校によっていろいろだろう

と思う。 

 

 H 先生は D くんについてあまり注意をすると「固まってしまう」と表現している。「固まって

しまう」と何もできなくなるので、D くんが「固まってしまう」ことのないよう、D くんの気

持ちをほぐすために教室内で動物を飼育している。D くんや E ちゃんは授業中に頻繁に身体の

不調を訴えている。それらの訴えは、時には授業の進行を妨げているが、H 先生はそれを無視

する、あるいは完全にあしらうことをしないため、子どもが不調を訴えながらも学習を継続す

るということが可能になっている。こうした教育を行う際の H 先生の態度は、教育の目的、目

標や教育の内容・方法として意識化されているものではないだろう。しかし、特別支援学級に

おいて教育実践を行う際には、〈事例１〉でみたように子どもの性格の特性を把握し、それに沿

った教育方法を工夫することや、〈事例２〉や〈事例３〉でみたように一見すると教育活動の妨

げになるような子どもの言動を容認することが必要となっているといえる。これらのことは、

教育の内容や方法の検討の前段階として、教員が一人一人の子どもの特性に配慮することによ

って可能となっているが、教育活動として認識されていないようなプロセスであるといえるだ

ろう。また、このような H 先生の、通常学級では許容されない行動を容認する姿勢は、上記と

は異なる学習目標達成の手段・内容を導きうる可能性も見出せる。 

 

＜事例 4 G 君の授業中の様子  2013 年 10 月 25 日＞ 

 この時間は、F くんと G くんが、九九の「5 の段」の暗記をしている。F くんは、算数が得

意のようで、５の段をすらすら言えている。G 君は、まだ覚えていないようで、詰まったり、

間違えたりと、たどたどしい様子が見受けられる。G くんは、急に「ごいちがごー、ごにじ

ゅー、…」と独特のリズムをつけて５の段を歌い出す。H 先生は始めの方は「歌わないでし

て」と注意していたが、G 君は歌では５の段が言えているためか、やがて黙認する。そして、

「次は 15 秒以内でやってみて（15 秒以内に 5 の段の意）」と時間を定める。 

  

 〈事例 4〉では、H 先生は始め、G くんの「リズムをつける」という行動を注意したものの、

その直後には「九九を覚える」という学習目標が達成できていると考え、G くんの方法を容認

している。G くんの行動は、通常学級内の学習手段としては容認されないことであろう。しか

し、H 先生は授業実践において、G くんにとっての「リズムをつける」という学習法の有効性

に気づき、それを一つの学習手段として取り入れたといえる。すなわち、通常学級では許容さ

れない子どもの行動を容認する姿勢は、独自の教育目標達成手段・内容を構築しうると考えら

れる。また、そのことは、H 先生の G くんの持つ特性への把握に対して、新しい気づきを与え

ている可能性が示唆できる。 

 

③子どもの発達観の問い直し 

 先述してきた事例の検討は、学級において教育目標を達成する手段・内容の工夫や、学習を

継続させるための教員の配慮についてであった。そこでは、子どもの特性に合わせて、教育の

手段・内容が構築されていた。一方で、特別支援学級の教育実践において、定型発達といった

基準にいかに近づけていくか、沿っていくのかという学校教育を貫く発達観といったものを問

い直すような契機を含んでいる点も指摘したい。 

  

＜事例５ C くんと支援員 I 先生の関係 2013 年 6 月 21 日＞ 
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おいて教育実践を行う際には、〈事例１〉でみたように子どもの性格の特性を把握し、それに沿

った教育方法を工夫することや、〈事例２〉や〈事例３〉でみたように一見すると教育活動の妨

げになるような子どもの言動を容認することが必要となっているといえる。これらのことは、

教育の内容や方法の検討の前段階として、教員が一人一人の子どもの特性に配慮することによ

って可能となっているが、教育活動として認識されていないようなプロセスであるといえるだ

ろう。また、このような H 先生の、通常学級では許容されない行動を容認する姿勢は、上記と

は異なる学習目標達成の手段・内容を導きうる可能性も見出せる。 

 

＜事例 4 G 君の授業中の様子  2013 年 10 月 25 日＞ 

 この時間は、F くんと G くんが、九九の「5 の段」の暗記をしている。F くんは、算数が得

意のようで、５の段をすらすら言えている。G 君は、まだ覚えていないようで、詰まったり、

間違えたりと、たどたどしい様子が見受けられる。G くんは、急に「ごいちがごー、ごにじ

ゅー、…」と独特のリズムをつけて５の段を歌い出す。H 先生は始めの方は「歌わないでし

て」と注意していたが、G 君は歌では５の段が言えているためか、やがて黙認する。そして、

「次は 15 秒以内でやってみて（15 秒以内に 5 の段の意）」と時間を定める。 

  

 〈事例 4〉では、H 先生は始め、G くんの「リズムをつける」という行動を注意したものの、

その直後には「九九を覚える」という学習目標が達成できていると考え、G くんの方法を容認

している。G くんの行動は、通常学級内の学習手段としては容認されないことであろう。しか

し、H 先生は授業実践において、G くんにとっての「リズムをつける」という学習法の有効性

に気づき、それを一つの学習手段として取り入れたといえる。すなわち、通常学級では許容さ

れない子どもの行動を容認する姿勢は、独自の教育目標達成手段・内容を構築しうると考えら

れる。また、そのことは、H 先生の G くんの持つ特性への把握に対して、新しい気づきを与え

ている可能性が示唆できる。 

 

③子どもの発達観の問い直し 

 先述してきた事例の検討は、学級において教育目標を達成する手段・内容の工夫や、学習を

継続させるための教員の配慮についてであった。そこでは、子どもの特性に合わせて、教育の

手段・内容が構築されていた。一方で、特別支援学級の教育実践において、定型発達といった

基準にいかに近づけていくか、沿っていくのかという学校教育を貫く発達観といったものを問

い直すような契機を含んでいる点も指摘したい。 

  

＜事例５ C くんと支援員 I 先生の関係 2013 年 6 月 21 日＞ 
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 支援員の I 先生が C くんのことを「いつも私についてくる」というくらい、C くんは I 先

生を慕っている。C くんは I 先生の腕にもたれたり、お母さんが来ているときでも I 先生に抱

きついたりしていた。最初はトイレも一人で行くことができなくて、いたずらをしてトイレ

に物を流したりしていたが、徐々に一人で行けるようになった。I 先生は C くんが痙攣を起こ

したときに C くんを介抱しながら、「C くんにいろんなことを学ばせてもらった」という。「つ

いつい子どもにもっともっとと要求をしてしまうけれど、少しずつでも子どもは成長をして

いるということに気がつかせてもらった」という。「こういう（発達障害のある）子たちは、

いろんなことを考えているけれど表現ができない。たくさん話しをしていても感情を伝える

ことができていない」という。 

 

 〈事例５〉では、C くんの生活面での成長を通して、I 先生の子どもの成長への認識の変容や

学びが見られる。上述のように、I 先生は、学級内において C くんの指導につきっきりになるこ

とが多いが、調査者の参与観察場面において、C くんの確かな成長を確認している様子を何度も

窺うことができた。例えば、調査者に対して、C くんが「一週間の間にこれだけのことができる

ようになった」と嬉しそうに語ることがあった。また、学級内の他の子どもたちに対しても、H

先生や I 先生は、１時間内におけるプリント等の学習課題の達成量の最多更新すると「すごい。

新記録」と褒めたり、「去年と比べて責任感が湧いてきた」というように、子どもたちをそれま

での姿と比較し、個々の子どもたちの成長を語る。そこには、教員が、教育実践の中で発達の

基準を相対化し、個々の子どもの発達を、それぞれの持つ特性から捉えていこうとする姿勢を

示唆できる。 

 

 

Ⅳ おわりに 

 以上のように、特別支援教室における教育実践の事例を検討してきた。〈事例１〉でみたよう

に子どもの性格や能力の特性を把握し、それに沿った教育方法を工夫することがみられる。一

方で、目標、目的の達成に向かって子どもの特性を把握し、方法を工夫するだけで成り立って

いるとは言い難い。むしろ、〈事例２〉や〈事例３〉でみたように一見すると教育活動の妨げに

なるような子どもの言動を容認することが、特別支援学級においての教育を継続させるための

方法であり、その結果として教育的意図が達成される場合もある。通常学級での教育において

意図的、計画的な行為の遂行を求める場合には、授業中に歌うという子どもの行為は禁じられ

るであろうし、身体の不調を訴える子どもは保健室へ行くことになるかもしれない。しかし、

特別支援教育において、それを子どもの特性として理解する余地が存在している。K 先生は T

くんの歌を禁じようとするが、それによって九九の暗記が可能になっていることに気がつき容
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 支援員の I 先生が C くんのことを「いつも私についてくる」というくらい、C くんは I 先

生を慕っている。C くんは I 先生の腕にもたれたり、お母さんが来ているときでも I 先生に抱

きついたりしていた。最初はトイレも一人で行くことができなくて、いたずらをしてトイレ

に物を流したりしていたが、徐々に一人で行けるようになった。I 先生は C くんが痙攣を起こ

したときに C くんを介抱しながら、「C くんにいろんなことを学ばせてもらった」という。「つ

いつい子どもにもっともっとと要求をしてしまうけれど、少しずつでも子どもは成長をして

いるということに気がつかせてもらった」という。「こういう（発達障害のある）子たちは、

いろんなことを考えているけれど表現ができない。たくさん話しをしていても感情を伝える

ことができていない」という。 

 

 〈事例５〉では、C くんの生活面での成長を通して、I 先生の子どもの成長への認識の変容や

学びが見られる。上述のように、I 先生は、学級内において C くんの指導につきっきりになるこ

とが多いが、調査者の参与観察場面において、C くんの確かな成長を確認している様子を何度も

窺うことができた。例えば、調査者に対して、C くんが「一週間の間にこれだけのことができる

ようになった」と嬉しそうに語ることがあった。また、学級内の他の子どもたちに対しても、H

先生や I 先生は、１時間内におけるプリント等の学習課題の達成量の最多更新すると「すごい。

新記録」と褒めたり、「去年と比べて責任感が湧いてきた」というように、子どもたちをそれま

での姿と比較し、個々の子どもたちの成長を語る。そこには、教員が、教育実践の中で発達の

基準を相対化し、個々の子どもの発達を、それぞれの持つ特性から捉えていこうとする姿勢を

示唆できる。 

 

 

Ⅳ おわりに 

 以上のように、特別支援教室における教育実践の事例を検討してきた。〈事例１〉でみたよう

に子どもの性格や能力の特性を把握し、それに沿った教育方法を工夫することがみられる。一

方で、目標、目的の達成に向かって子どもの特性を把握し、方法を工夫するだけで成り立って

いるとは言い難い。むしろ、〈事例２〉や〈事例３〉でみたように一見すると教育活動の妨げに

なるような子どもの言動を容認することが、特別支援学級においての教育を継続させるための

方法であり、その結果として教育的意図が達成される場合もある。通常学級での教育において

意図的、計画的な行為の遂行を求める場合には、授業中に歌うという子どもの行為は禁じられ

るであろうし、身体の不調を訴える子どもは保健室へ行くことになるかもしれない。しかし、

特別支援教育において、それを子どもの特性として理解する余地が存在している。K 先生は T

くんの歌を禁じようとするが、それによって九九の暗記が可能になっていることに気がつき容

認する。また、N くんや N ちゃんの身体の不調の訴えに対しても K 先生はある程度応じること

で、子どもの学習への集中を部分的に放棄している。その意味で、特別支援学級での教育は、

教育の目的、目標のために教育内容・方法がある通常学級の教育とは異なるものである。また、

そこには子ども一人ひとり異なる教育の目的や目標があり、教育によって目指される子どもの

成長・発達も、人と競い合うような一つの基準によって測ることはできないようなものである。

特別支援学級にみられるような、子どもの特性を考慮した教育実践は、定型発達の子どもを基

準として子どもの成長を測るという学校教育に課された問題を考える一つの糸口となりうると

いえるだろう。 

 本研究の課題としては、子どもたちの特別支援学級外での様子をみていくことが挙げられる。

調査者の参与観察において、保護者参観や防災訓練など、通常学級の子どもたちと一緒のクラ

スⅠの子どもの様子から、特別支援教室では友達とのやりとりにおいても笑顔を見せ、学級で

教員や支援員、調査者らに甘えてくるような子どもが、通常学級の友達のなかいるときは全く

無表情である様子も観察されたこともあった。そこで、通常学級や知的障害の学級の授業も含

めて観察を行うことで、子どもたちの持つ教育的なニーズや特別支援学級の持つ意味合いをよ

り明らかにすることができるのではないかと考える。 
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下山晴彦・村瀬喜代子編 2013「発達障害支援必携ガイドブック―問題の柔軟な理解と的確な支

援のために」金剛出版 

真城知巳 2003「特別な教育的ニーズ論 その基礎と応用」文理閣 

柘植雅義 2013「特別支援教育 多様なニーズへの挑戦」中公新書 

特別支援教育の在り方に関する調査研究協力者会議 2003「今後の特別支援教育の在り方につい 

 て（最終報告）」文部科学省 
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古田薫 2005「教育的な『ニーズ』とは何か : 『ニーズ』概念に関する考察」『教育行財政論叢 

 9』31-45,京都大学 

古田薫 2007「教育におけるニーズ概念とニーズアセスメント」『京都大学大学院教育学研究科 

 紀要 (53)』432-444, 京都大学大学院教育学研究科 
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報告書執筆・事業関係者 

 
事業関係教員 

・田上 哲（九州大学大学院人間環境学研究院教育学部門／教授） 

・岡 幸江（九州大学大学院人間環境学研究院教育学部門／准教授） 

・田北雅裕（九州大学大学院人間環境学研究院教育学部門／講師） 

・金子研太（九州大学大学院人間環境学研究院教育学部門／助教） 

 

糸島連携事業「地域との連携による学部教育改善のための臨床教育学的研究」 

リサーチアシスタント 

・井上 心（九州大学大学院人間環境学府教育システム専攻博士後期課程 

／平成 26・27年度リサーチアシスタント） 

・金子真紀（九州大学大学院人間環境学府教育システム専攻博士後期課程 

／平成 27年度リサーチアシスタント） 

・宮本 聡（九州大学大学院人間環境学府教育システム専攻博士後期課程 

 

 

教育学部「教育学フィールドワーク演習Ⅱ」 

ティーチングアシスタント 

・勝部 晧（九州大学大学院人間環境学府教育システム専攻修士課程） 

・小林竜幸（九州大学大学院人間環境学府教育システム専攻修士課程） 

・唐 霏爾（九州大学大学院人間環境学府教育システム専攻修士課程） 

 

 

 

平成 27年度 
九州大学教育学部・糸島市教育委員会連携事業 

教育学フィールドワーク演習 報告書 
 

平成 28年 3月 31日 発行 

 

発行者 九州大学教育学部 

福岡市東区箱崎 6-19-1 

 

印刷所 城島印刷株式会社 

福岡市中央区白金 2-9-6 

 

／平成 25・26 年度リサーチアシスタント）



九
州
大
学
教
育
学
部
・
糸
島
市
教
育
委
員
会
連
携
事
業
／
教
育
学
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク
演
習
　
報
告
書
　
二
〇
一
五�

九
州
大
学
教
育
学
部


